
新沖縄県行政運営プログラム
～行政運営の「質」の向上をめざして～

令和５年３月
沖 縄 県

【概 要】

R4.11.9時点

取扱注意



1

１ 新沖縄県行政運営プログラム策定の目的

○新型コロナウイルス感染症について、世界的な感染拡大が続
く中、本県経済は大きな打撃を受けており、経済回復に向けた
各種施策を講じる必要がある。

○デジタル化に合わせて、制度や組織等、社会全体を変革する
デジタルトランスフォーメーション（DX）が求められている。
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○ＤＸ等の動きに合わせ、働き方改革を進めるとともに、女性の
参画等、積極的にＳＤＧｓの取組を推進していく必要がある。

○本県においても人口減少が見込まれる中、持続可能な行政
サービスの提供方法を検討する必要がある。また、突発的な
危機事象の発生及びその対応が続いており、通常業務の他、
様々な行政ニーズに対する組織の対応力強化が求められている。

課題に対応するため、
・デジタル技術を活用した行政サービスの充実、働き方改革、

事務・事業の効率化等
・持続可能な財政基盤の確立
・柔軟かつ効率的な組織運営の強化
・人材育成

などを積極的に推進する。

今後の行政運営の方向性

沖縄２１世紀ビジョンの実現に向けて、
・行政の「質」の向上を重視し、
・常に県民本位の行政運営を推進することにより、
「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」等の施策を推進す

るプラットフォーム（基盤）としての役割を担う。

新沖縄県行政運営プログラムの策定

本県における行政運営の課題



目 標

【方針１－１】

デジタル技術を活用した質の高い県民サービスの
提供

・情報の伝わり方を重視した広報の確立

・オープンデータ利活用に向けたデータの充実★

・収納手続のオンライン化★

・電子申請手続の拡充

・データを活用した政策（事業）立案や業務執行★
（EBPMの推進）

【方針１－２】
デジタル技術を活用した安全かつ能率的な事務
の推進体制の構築

・多様な働き方に対応した職場環境基盤整備★

・財務会計に関するシステムの電子決裁対応★

・業務プロセスの見直し

新沖縄県行政運営プログラム

【基本理念】
多様な県民ニーズへ迅速かつ的確に対応し、県民福祉の増進を目指す行政運営の「質」の向上

【方針２－１】
収支のバランスがとれた財政マネジメント

・県税収入の確保
・観光振興を目的とする新税の導入
・歳入金の適切な管理
（未収金の解消・財産の有効活用・使用料及び手数料の見直し）

・総合的な公債管理の推進
・県単補助金の見直し
・沖縄県公共施設等総合管理計画に基づく県有財産の適正な管理

・特別会計事業の適正な運営
・県立病院の経営強化
・ＰＰＰ／ＰＦＩの推進★
・ふるさと納税制度等を利用したクラウドファンディングの推進★

【方針２－２】
人材育成と強く柔軟な組織体制の整備

・組織の見直し及び定員の適正な管理
・公社等への適切な指導及び支援内容等の公表
・働き方改革・女性活躍促進と研修等を活用した人材育成

・職員の健康確保
・教育委員会における働き方改革・女性活躍推進と職場環境の整備

・内部統制機能の強化
・業務継続計画の整備

（業務継続計画の策定等の推進（災害BCP））

（業務継続計画の見直し（新型インフルエンザ等感染症BCP））

【実施期間】令和５年度～令和８年度（４年間）
【実施項目】25項目（追加する実施項目、目的達成により終了とする実施項目もある。）
【進捗管理】成果指標等により評価

新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画、沖縄県SDGs実施指針

１．スマート県庁の構築 ２．持続可能な行政運営の構築

実施項目

各種施策を下支え

２ 新沖縄県行政運営プログラム体系図
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※★=新規実施項目



県民の理解と協力を得ながら、行政運営を推進するため、
・ 外部有識者で構成する「沖縄県行財政改革懇話会」に報告し、助言を

踏まえ、策定及び進捗管理を行う
・ 県ホームページ等で県民に分かりやすく公表

本プログラムを着実に実施するため、
・ 知事を本部長とする「沖縄県行財政改革推進本部」を中心に、 全庁

あげて取組を推進し、年度ごとの取組の推進状況や効果を検証
・ 各部局等においても、「行財政改革推進委員会」のもとに、取組の

着実な実施及び新たな課題等に対応

① 取組を効果的に実施し、２つの目標を達成するため、取組に係る明
確な達成目標、達成時期、成果指標等を設定し、ＰＤＣＡサイクルに
よる検証・公表を行う

② 取組項目・取組期間等の設定については、当初計画していた取組内
容や取組期間に縛られることなく、以下のように柔軟に設定する

・ 本プログラム実施期間中に、社会情勢の変化等に伴う新たな課題や
優先して取り組む項目、実施中の取組の効果が見られない等、プログ
ラムに追加変更が生じる際には、随時取組を「追加」、「休止」又は
「縮小」を行う

・ 実施期間中に先行して目標を達成した取組については「終了」する

(2) 県民意見の反映

(3) 取組内容等

取組の推進状況の検証結果等を踏まえ、
・ 多様化する行政需要に的確に対応する柔軟な組織の運営
・ 効率的かつ重点的な予算の配分に努める

(4) 検証結果等の活用等

３ 推進体制等
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(1) 全庁体制での取り組み

令和５年度（2023年４月）から令和８年度（2027年３月）までの４年間

(5) 実施期間 
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４ 実施項目に係る体系図

8-2 アナログ規制の点検・見直し 行政管理課・デジタル社会推進課

25-2 業務継続計画の見直し
　　　（新型インフルエンザ等感染症BCP）

感染症対策課

25 業務継続計画の整備

25-1 業務継続計画の策定等の推進（災害BCP） 防災危機管理課

23
教育委員会における働き方改革・女性活躍推進と職
場環境の整備

24 内部統制機能の強化 行政管理課

21
働き方改革・女性活躍促進と研修等を活用した人材
育成

人事課

22 職員の健康確保 職員厚生課

20 公社等への適切な指導及び支援内容等の公表 行政管理課

教育庁総務課・学校人事課・

働き方改革推進課

２－２．人材育成と強く柔軟な組織体制の整備

16 県立病院の経営強化 病院事業局経営課

17 ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
行政管理課・企画調整課

管財課・下水道課

15 特別会計事業の適正な運営 行政管理課・関係各課

13 県単補助金の見直し 財政課

２
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14
沖縄県公共施設等総合管理計画に基づく県有財産
の適正な管理

管財課

11-3 使用料及び手数料の見直し 財政課

18
ふるさと納税制度等を利用したクラウドファンディング
の推進

行政管理課

19 組織の見直し及び定員の適正な管理 行政管理課

12 総合的な公債管理の推進 財政課

11-1 未収金の解消 財政課・関係各課

11-2 財産の有効活用 管財課

10 観光振興を目的とする新税の導入 観光政策課・税務課

11 歳入金の適切な管理

２－１．収支のバランスがとれた財政マネジメント

9 県税収入の確保 税務課

7 財務会計に関するシステムの電子決裁対応 出納事務局会計課・総務私学課

8 業務プロセスの見直し 行政管理課

１－２．デジタル技術を活用した安全かつ能率的な事務の推進体制の構築

6 多様な働き方に対応した職場環境基盤整備 情報基盤整備課・管財課

4 電子申請手続の拡充 情報基盤整備課

5
データを活用した政策（事業）立案や業務執行
（EBPMの推進）

行政管理課

基本 理念
二つの

目標
方針 実施項目 所管課
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１－１．デジタル技術を活用した質の高い県民サービスの提供

１
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築

1 情報の伝わり方を重視した広報の確立 広報課

2 オープンデータ利活用に向けたデータの充実 デジタル社会推進課

3 収納手続のオンライン化 会計課



５ 目標・方針ごとの主な実施項目及び取組内容

○オープンデータ利活用に向けたデータの充実 【新規】
利用ニーズ及び信頼性の高いデータの公開、二次利用しやすいファイル形式で公開

○収納手続のオンライン化 【新規】
財務会計システムの再構築、公金支払いのオンライン収納実施

【方針１－１】
デジタル技術を活用した質の高い県民サービスの提供

○多様な働き方に対応した職場環境基盤整備【新規】
モバイル型パソコンの導入、庁内情報通信環境等の最適化、セキュリティ対策など

○業務プロセスの見直し
手続・審査の簡素化やICTの活用等により、事務処理の改善や効率化を推進

【方針１－２】
デジタル技術を活用した安全かつ能率的な事務の推進体制の構築

○歳入金の適切な管理
未収金の解消、財産の有効活用、使用料及び手数料の見直しなど

○PPP／PFIの推進【新規】
公共施設等のPPP/PFI導入推進、指定管理者による効果的な管理運営
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２．持続可能な行政運営の構築

１．スマート県庁の構築

【方針２－１】
収支のバランスがとれた財政マネジメント

○働き方改革・女性活躍促進と研修等を活用した人材育成
時間外勤務縮減、年次有給休暇の取得促進、女性の管理職登用拡大、研修による

能力強化
○組織の見直し及び定員の適正な管理

多様化する行政需要に対応した機動的・弾力的な組織編成、定員の適正管理

【方針２－２】
人材育成と強く柔軟な組織体制の整備
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